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アジア・太平洋地域では世界の他の地域よりも早く新型コロナウイルスのパンデミックに襲われました

が、約５００日が経過した現在におきましては、感染者数やワクチン接種の状況等、民主主義を標榜す

る先進国や地域（①台湾、②ニュージーランド、③オーストラリア、④韓国））におきましても大きな違いが

生じています。例えば、１０万人当たりの累積感染者数（①:５．２名、②５２．９名、③１１６．６名、④２５０．

０名、５/１３現在）を比較すると、日本の５３０.０名は国民の不満を象徴するようなデータであります。 

 

現在、コロナ感染対応の世界の優等生と云われる台湾においても、長らく感染者がゼロでありましたが

感染者が十数名発生した事で神経をとがらせています。日本も１日の感染者数が７，０００人を超え日増

しに危機感が増大していますが、台湾の危機感とは大きく異なります。日本と台湾のコロナ対策は水際

対策の初動の遅れと当初から大きな差があり、その後の度重なるミスジャッジが背景にあるようです。 

 

例えば、マスクの供給をめぐる対応は大きな違いがありました。台湾ではいち早くマスクの海外依存によ

る危険性を認知し、昨年 1月末には国内生産化の推進に舵を切り、転売防止や輸出制限をしながら、２

月には販売店とマスク在庫を知らせるシステムを作りパニックを防ぎました。その費用は約１０億円と云

われていますが、1回限りのアベノマスクには２６０億円の税金（その後の追加費用）が使われました。 

 

また、感染症対策の基本は感染者と非感染者の分離ですが、それを可能とする検査も日本では未だに

十分ではありません。加えてザルの様な入国規制で英国型、インド型等々、海外で発生した変異種も管

理し易い島国にも拘らず、入国を許容し感染拡大に拍車をかけています。ワクチン接種率も先進国中

最下位と、この国の残念な状況が顕在化しています。 

 

「法制度の壁」を出来ない理由として正当化する風潮は、長らく続く官僚制の副作用のようですか、社会

の歪の解決主体は政治や行政だけではありません。感染症対策におきましても民間主導で克服するこ

とは可能です。今回は抗体検査を低廉且つ簡便に実施する事業を推進する加茂氏より話を伺います。

感染症対策の基本理解、法的枠組、現状の問題点、システム（商品）の事業展開などを解説戴きます。 

 

現状の様な閉塞感が蔓延する市場環境は民間企業にとっては最大のチャンスでもあります。課題が大

きいだけに、一企業では十分な推進が危惧されますが、分野の違う事業者が協業する事で大きな力を

産むことも可能です。コロナ禍でも安全に事業を推進させたい事業者、移動や人との接触機会が多い

方、能動的且つ頻繁に安全確認をしたい方などには是非ともお聞き頂きたくご案内申上げます。 

2021年 5月 

特定非営利活動法人 医療事業再生機構 

 

記 

● テーマ：「コロナ禍の現状と対策」 =コロナ感染症撲滅への挑戦現場から= 

● 講  師：加茂伸宏 氏 株式会社ウイングメディカルシステムズ 代表取締役 

● 開催日時：2021年 6月 22日（火曜日）15:00～17:00 

以上 

 

 

 

※ 医療ビジネス研究会の参加には受講票が必要です。参加を希望される方は参加申込の上、受講

票を取得してください 

 


